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研究成果の概要（和文）：2017年7月31日時点で112自治体が立地適正化計画を策定しており、66都市が都市機能
誘導区域・居住誘導区域の両方、46都市が都市機能誘導区域のみを指定していた。また、この他357都市が計画
の策定に向け具体的な取り組みを行っていた。
本研究では、はじめに市街地集約拠点の概念（都市機能誘導区域＝拠点核、居住誘導区域＝拠点地区）を整理し
た。計画策定済自治体の調査から、先行事例の居住誘導区域の指定状況を整理し、3つの市街地集約モデル（各
集約型、軸集約型、非可住域除外型）を提示した。今後立地適正化計画を策定する市町村に必要となる、特に居
住誘導区域の策定のための知見を得ることを目的とする。

研究成果の概要（英文）：In Japan which a population decline and low birthrate and aging go ahead 
through, the local government 
As of July 31, 2017, 112 cities devise the location optimization plan. Furthermore, 66 cities 
appoint both a urban function induction area and a residential induction area. In addition, 46 
cities appoint only a urban function induction area. Moreover, 357 cities examine the location 
optimization plan concretely.
In this study, designation method of residential induction area was classified in three. In 
addition, the local government which devised the location optimization plan designated residential 
induction area and urban function induction area, in reference to documents which Ministry of Land, 
Infrastructure and Transport. Local governments designated urban function induction area that does 
not have a function of the residence and residential induction area of the isolated land to conform 
to an existing urban structure.

研究分野：都市計画・建築計画

キーワード： 集約型都市構造　立地適正化計画　地方都市　市街地集約拠点

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
立地適正化計画を策定した自治体では、居住誘導区域め指定方針や基準策定に苦慮していた。居住を誘導すべき
エリアについては人口集積、交通施設、各種都市機能等の目安が示されるのみで具体の数値基準は各自治体に委
ねられており、独自性を反映させられる反面、客観性のあるエリア選定が求められていた。
そのため、市街地集約モデルを提示し、居住誘導区域の指定手法につながる知見を蓄積することは、今後、立地
適正化計画を策定する自治体の一助となると考えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 平成 26 年に閣議決定された経済再生運営と改革の基本方針（骨太の方針）や日本再興戦略
（成長戦略）では、都市再生、経済、社会保障、地方創成等の様々な分野において、望ましい
都市の姿として集約型都市構造が位置付けられた。これに伴い、同年 8月に施行した改正都市
再生特別措置法では、これらの都市的課題に対応したまちづくりを実現するため、市街地集約
拠点の配置とそれらのネットワークによる多核型都市構造の考え方が提示され、市町村は都市
機能や居住を集約するための「立地適正化計画」の策定が求められていた。 
 これは、従来の都市計画区域および市街化区域・市街化調整区域による土地利用規制（線引
き制度）と比較し、(1) コンパクトなまちづくりと公共交通によるネットワークの連携を措置
したこと、(2) 建築物用途等のコントロールによる土地利用「規制」から、都市機能や住居を
集約する土地利用「誘導」へと転換したことが大きな特徴であった。 
 また実務分野では、箕面市や熊本市の計画策定のための検討資料が公開されていたが。改正
法が施行後間も無く、各自治体とも計画策定に向け手探りの状態であることから、さらなる研
究成果や資料の蓄積が期待される課題となっていた。 
 
２．研究の目的 
 研究着手前の改正法施工後 1年が経過した平成 27年 7月 31日現在、立地適正化計画を策定
した自治体は無く、策定に向けた取り組みを行なっている自治体も 198 団体に留まっていた。
これは、法施行後間も無いことに加え、従来のコンパクトシティ政策に対する中心市街地への
一極集中や強制的な集約といった誤解や、モータリゼーションの進展した地方都市において鉄
道駅等の公共交通結節点へ集約を図る計画が必ずしも現実的でないことも一因となっていた。 
 そこで本研究では、この立地適正化計画の策定支援のため、地方都市の中心市街地およ
び郊外それぞれの地域における集約拠点の(1) 配置と規模、(2) 集約する機能と役割分担、
(3) 公共交通や道路等でのネットワークを加味した集約モデルを提示する。 
 
３．研究の方法 
 研究期間の前半は、先行研究で整理した市街地「集約拠点」を、立地適正化計画における「都
市機能誘導区域＝拠点核」と「居住誘導区域＝拠点地区」の概念を加え整理する。地方都市の
中心市街地と郊外それぞれの地域において、(1) 拠点核の適正な配置と拠点地区の規模を設定
するための指標の検討と、設定方法を検討する。さらに、(2) 中心−郊外の各拠点核に集約する
都市機能の整理と、集約拠点間の役割分担について検討する。 
 さらに研究期間の後半では、地方都市の実態を踏まえ、(3) 公共交通や道路等でのネットワ
ークを加味した多核型都市構造モデルを提示する。 
 
４．研究成果 
(1) 都市機能誘導区域の指定手法 
 2017 年 7月 31 日時点で立地適正化計画を策定している 112 自治体の状況は、66 都市が都市
機能誘導区域・居住誘導区域ともに指定、46都市が都市機能誘導区域のみを指定していた。ま
た、この他に 357 都市が立地適正化計画の策定に向け具体的な取り組みを行っていた。 
 都市機能誘導区域は、各拠点地区の中心となる駅、バス停や公共施設から容易に回遊が可能
でかつ公共交通施設、都市機能施設、
土地利用の実態等に照らし地域と
しての一体性を有している区域が
望ましいとされている。調査した
112 都市の都市機能誘導区域の指定
手法は、以下の4つに分類できた（表
1a）。 

① 一極型：都市機能を集約する拠
点を1箇所に絞っている都市（19
都市） 
② 多極型：都市機能を集約する拠
点を複数指定している都市（15
都市） 
③ 多極・機能分散型（以下、機能
分散型）：全ての機能を備えた
「中心拠点」、生活サービスに限
定した「地域／生活拠点」のよ
うに役割の異なる拠点を複数指
定している都市（66都市） 
④ 多極・特定機能型（以下、特定
機能型）：複数指定した拠点の中
に、教育、歴史・文化、スポー
ツなど国交省が例示した以外の

表 1 居住誘導区域の指定手法の特徴 

 居住誘導区域の指定手法 
核集
約型 
軸集
約型 
除外
型 
未指
定 
合計 

(a) 
都市機能
誘導区域 

一極型 6 0 3 10 19 
多極型 6 1 3 5 15 
機能分散型 17 5 16 28 66 
特定機能型 3 3 3 3 12 

(b) 
都市規模 

政令市 0 3 1 1 5 
大都市 1 3 6 9 19 
中都市 10 2 8 19 39 
小都市 21 1 10 17 49 

(c) 
都計区域 

線引 9 7 20 33 69 
非線引 21 1 5 11 38 
線引+非線引 2 1 0 0 3 
用途未指定 0 0 0 2 2 

(d) 
平成合併 

有り 25 5 8 25 63 
無し 7 4 17 21 49 

合計 32 9 25 46 112 



機能を指定している都市。都市機能誘導区域
に求められる必須機能の一部に特化した場
合も含む（12都市） 
 また、居住の誘導や都市機能の持続性の向上
等から、都市機能誘導区域は居住誘導区域内に
指定することが望ましいとされている。例外と
して、都市機能誘導区域が居住誘導区域内に指
定されていない拠点、つまり都市機能誘導区域
の中に居住機能を求めない都市もある。 
 
(2) 居住誘導区域の類型化 
 居住誘導区域は、生活利便性が確保され、生
活サービス機能の持続的確保が可能な区域であ
り、かつ災害に対する安全性等が確保される区
域が望ましいとされている。居住誘導区域も指
定済みの 66 都市の手法は、以下の 3つに分類で
きた。 
① 都市機能誘導区域を核に集約型（以下、核集
約型 図 1a） 
 都市マスに定めた都市拠点や高次都市機能区
域、市街地形成の成り立ちなど考慮し都市機能
の核が定められ、その周辺に指定される。市街
地の空洞化防止のための新たな施策の対象地と
して活用される（32都市）。 
② 公共交通軸集約型（以下、軸集約型 図 1b） 
 沿線に相当の人口集積があり、将来も一定の
運行水準を維持すると見込まれる公共交通路線
を軸に、各拠点地区をネットワークしているエ
リアに指定されている。「コンパクトシティー・
プラス・ネットワーク」の政策理念を表してい
る（9都市）。 
③ 非可住域除外型（以下、除外型 図 1c） 
 市街化区域又は用途地域全域より、市街化調整区域や災害危険区域など居住に適さないエリ
アを除き指定されている。人口減少をふまえた時間軸をもったアクションプランとして運用す
ることで効果的なまちづくりも期待できる。 
なお、原則として居住誘導区域内に都市機能誘導区域を指定することが必要であるとしている
が、例外として居住誘導区域の飛び地指定が可能である。ただし、実質的に一体と見なせる場
合（利用圏として一体的である場合等）に片方のみ都市機能誘導区域を指定する運用の場合に
限られている。 
 またこれ以外に、調査時点で都市機能誘導区域のみ指定され、居住誘導区域は未指定の都市
が 46都市ある（以下、未指定）。なお、都市機能誘導区域と居住誘導区域は、原則同時に指定
することが望ましいとされているが、制度開始時点では先行して都市機能誘導区域のみを指定
することも許容されている。 
都市機能誘導区域の指定手法と、（未指定も含む）居住誘導区域の指定手法の対応を見たところ、
両者に相関は見られなかった（表 1a）。 
 
 (3) 居住誘導区域の指定手法の特徴 
① 都市規模（表 1b） 
 人口規模により、政令指定都市（以下、政令市）、大都市（政令市未満〜人口 30 万人以上）、
中都市（人口 30万人未満〜10 万人以上）、小都市（人口 10万人未満）に分類した。 
 政令市や大都市といった人口の多い都市では、軸集約型が多い。これは、都市機能の集約拠
点が交通機関で連結されており、沿線に居住誘導しやすいためである。中都市や小都市では、
集約型が多く見られる。これは、人口の集積する場所ごとに拠点を集約しているためである。 
② 都市計画区域（表 1c） 
 都市計画区域における地域地区や用途地域の指定状況により、線引き都市（以下、線引）、非
線引き都市で用途地域指定有り（以下、非線引）、線引と非線引が混在（以下、線引＋非線引）、
非線引き都市で用途地域未指定（以下、用途未指定）の 4つに分類した。調査時点では、線引
や非線引に該当する、都市計画に土地利用計画が定められている都市が多いことが明らかとな
った。 
 線引都市は、軸集約型や除外型が多い。また、非線引都市は、核集約型に多い。非線引は都
市計画区域の面積が小さい傾向にあるため、核集約型が適している。 
 なお調査時点では、都市計画区域の無い自治体での立地適正化計画の策定事例は無かった。 
③ 平成の大合併（表 1d） 

 
(a) 核集約型 

 
(b) 軸集約型 

 
(c) 除外型 

 

 
 

図 1 居住誘導区域の分類 



 合併により複数の自治体が集まった都市では、旧自治体の中心市街地が都市機能や居住の集
約拠点となりうる。そこで、平成の大合併の実施の有無との関係を見た。 
 合併を行った都市では、核集約型が多い。平成の大合併は人口減少などの社会情勢をふまえ
行われているため、人口規模の小さい都市同士が合併し複数の拠点をもつことが多いためであ
る。一方、合併を行わなかった都市では、除外型が多い。これらは、大都市圏に属する都市に
多く見られる。 
 
(4) 結論 
 本研究より、３つの居住誘導区域の指定方針が明らかとなった。それぞれに該当する都市の
特徴を以下に整理した。 
① 核集約型 
人口の集積する場所ごとに拠点を集約しているため複数の拠点をもつ傾向がある。人口の少な
い地域や 非線引き地域に多く、将来人口推計などより居住誘導区域の指定を行うことが望ま
しいと考えられた。 
② 軸集約型 
 大都市で線引き都市に多い。主要駅ごとに複数の都市拠点が公共交通路線でつながれ、その
沿線に相当の人口集積があり、将来も一定の運行水準を維持すると見込まれる公共交通路線が
あることが望ましい。 
③ 非可住域除外型 
 人口規模の差により 2つのパターンが考えられた。1つ目は、人口規模の大きい都市である。
都市規模が大きく、市街化区域の人口密度が高い都市と考えられた。三大都市圏周辺の都市が
多い。2 つ目は、人口規模の小さい都市である。都市規模が小さくすでにコンパクトになって
いると考えられた。現状では除外型で足りているが、今後は時間軸をもった運用することによ
り、居住誘導区域のさらなる適正化を行うことが望ましい。 
 また、国交省が作成した立地適正化計画の手引きや Q&A 資料を参考に、各自治体が計画策定
を通じて試行錯誤しながら区域指定している実態が明らかとなった。都市機能誘導区域の指定
では、例外的に居住機能を持たない特定機能に特化した区域を指定している自治体があった。
また都市機能誘導区域の指定数や位置、公共交通機関との接続、都市計画マスタープラン等の
既存上位計画、ベッドタウン等の既存市街地の実情を踏まえ、例外的ではあるが柔軟に居住誘
導区域の飛び地指定を行っている事例も確認された。 
 以上より、先行自治体の都市機能誘導区域及び居住誘導区域についてそれぞれの特性をふま
えた指定方針が明らかとなり、今後立地適正化計画を策定する際の知見を得られた。 
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